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諮問庁：法務大臣 

諮問日：令和３年９月３日（令和３年（行情）諮問第３６４号） 

答申日：令和４年６月２日（令和４年度（行情）答申第４８号） 

事件名：「死刑確定者と死刑執行に関する要望」の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「特定年月日付け「死刑確定者と死刑執行に関する要望」」（以下「本

件対象文書」という。）につき，その一部を不開示とした決定は，妥当で

ある。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，令和３年６月３０日付け法務省刑総第

５９８号により法務大臣（以下「法務大臣」，「処分庁」又は「諮問庁」

という。）が行った一部開示決定（以下「原処分」という。）で不開示と

した部分の開示を求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由の要旨は，審査請求書及び意見書

によると，おおむね以下のとおりである。なお，添付資料は省略する。 

（１）審査請求書 

ア 本件対象文書は，特定団体が，法務大臣に対して，○○事件をはじ

めとする特定事件の死刑確定者との面会及び死刑執行の立ち会い等を

求めた文書である。 

イ 処分庁は，本件対象文書の一部を不開示とした理由として，「（本

件対象文書には）特定の個人を識別することができる情報が記載され

ており，同行政文書は全体として法５条１号本文前段の個人に関する

情報に該当することから，同号ただし書イないしハに掲げるものを除

き，不開示とした。」と説明している。 

ウ しかし，本件対象文書の不開示部分に記載されている情報は，単な

る法務大臣に対する要望にすぎず，その要望内容自体「特定の個人を

識別することができる情報」（法５条１号本文前段）に該当しないも

のである。仮に，不開示部分の一部に，特定の個人を識別することが

できる情報が記載されているとしても，当該部分以外を開示すればよ

く，全体を不開示にすることは明らかに過剰である。 

エ 以上の理由から，本件対象文書の不開示部分は，法５条１号本文前
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段の「特定の個人を識別することができる情報」に該当しないため，

本件処分は，不当であると主張する。 

（２）意見書 

ア 諮問庁理由説明書（下記第３を指す。）に対する反論 

（ア）要望内容の不開示情報該当性について 

諮問庁は，不開示部分である本件対象文書記載の要望内容につい

て，「・・・要望提出者の心情を含む要望の内容が記載されている

と認められ，その一部でも公にすることで要望提出者の権利利益を

害するおそれがないとは認められない・・・」（下記第３の２

（２））との理由から，原処分の妥当性を主張している。 

しかし，要望提出者が諮問庁である法務大臣に対して本件対象文

書を提出した事実及びその要望内容の趣旨（死刑確定者に対する死

刑執行の立ち会い等）は，報道等によって，世間に公表されている

事実である。 

そうすると，本件対象文書記載の要望内容は，法５条１号ただし

書イの「慣行として公にされ，又は公にすることが予定されている

情報」に該当すると言うべきであり，要望内容の一部を公にするこ

とによって要望提出者の権利利益を害するおそれはないと言うべき

である。 

なお，諮問庁が挙げている参考答申（令和３年度（行情）答申第

４５号，同第４６号）によると，「本件不開示部分が報道されてい

るとしても，それは，飽くまでも報道機関がその取材に基づき独自

に報道したものであるから，それをもって，当該情報が「法令の規

定により又は慣行として公にされ，又は公にすることが予定されて

いる情報」に該当することになると認めることはできない」という

旨が記載されている。 

しかし，本件は，参考答申の事件とは異なり，要望提出事実及び

要望趣旨が，法務省ホームページにおいても公表されている（資料

１参照）。 

そうすると，不開示部分である要望内容は，法５条１号ただし書

イの「慣行として公にされ，又は公にすることが予定されている情

報」に該当すると認められるべきである。 

よって，要望内容は，法５条１号の不開示事由には該当しないも

のであると主張する。 

（イ）要望内容中の客観的事実経過等部分の不開示情報該当性について 

諮問庁は，要望内容中の客観的事実経過等部分について，①「そ

れらの部分を含めた全体が要望提出者の要望であると認められる」，

②「その一部でも開示することとすれば，開示する部分の内容の記
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述の位置等から，要望全体の構成や趣旨・内容が推察されることと

なり得る」との理由から，当該部分についての不開示も妥当である

と主張している（下記第３の２（２））。以下，これらに対する反

論を述べる。 

まず，上記①について，客観的事実経過等部分は，そもそも要望

には当たらないことは明白であり，また，要望と同一視するべきで

はない。さらに，当該部分は，要望提出者の心情が含まれないもの

であり，これが法５条１号の「個人に関する情報」には該当しない。 

また，上記②について，仮に客観的事実経過等部分が開示された

としても，その記述の位置等から，要望全体の構成や趣旨・内容が

推察することが，到底できないものであることは，容易に想像でき

る。つまり，諮問庁は，非現実的な事情から，当該部分を不開示に

しているのであり，失当と言わざるを得ない。 

よって，要望内容中の客観的事実経過等部分を不開示とした原処

分は，不当であると主張する。 

イ 結論 

以上の理由から，原処分は不当である。よって，諮問庁は，本件対

象文書の不開示部分を開示するべきである。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 開示請求の内容及び処分庁の決定 

（１）開示請求の内容 

本件開示請求は，「特定年月に特定事件被害者が当該事件の死刑確定

者の執行立ち会い等を求める要望を行ったことに関する一切の文書」を

対象としたものである。 

（２）処分庁の決定 

処分庁は，本件対象文書を対象文書として特定し，本件対象文書には，

特定の個人を識別することができる情報が記載されており，同行政文書

は全体として法５条１号本文前段の個人に関する情報に該当することか

ら，同号ただし書イないしハに掲げるものを除き，不開示とし，一部開

示決定処分（原処分）を行ったものである。 

２ 諮問庁の判断及び理由 

（１）諮問の要旨 

審査請求人は，本件対象文書の不開示部分に記載されている情報は，

単なる法務大臣に対する要望にすぎず，その要望内容自体，「特定の個

人を識別することができる情報」（法５条１号）に該当しないものであ

り，仮に，不開示部分の一部に，特定の個人を識別することができる情

報が記載されているとしても，当該部分以外を開示すればよく，全体を

不開示にすることは明らかに過剰であるため，原処分を取り消し，不開
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示部分の開示を求めているところ，諮問庁においては，原処分を維持す

ることが妥当であると認めたので，以下のとおり理由を述べる。 

（２）不開示情報該当性について 

本件対象文書は，諮問庁に提出された特定年月日付け「死刑確定者と

死刑執行に関する要望」である。 

本件対象文書には，要望標題，要望本文，要望提出日及び氏名等要望

提出者に関する情報が記載されており，同対象文書は，全体として法５

条１号本文前段の個人に関する情報に該当するものと認められるところ，

そのうち，要望標題，要望提出日及び氏名等要望提出者に関する情報に

ついては，同号ただし書イの「慣行として公にされ，又は公にすること

が予定されている情報」に該当する情報であるため，同情報を除き，不

開示としたものである。 

審査請求人は，不開示部分の一部に，特定の個人を識別することがで

きる情報が記載されているとしても，当該部分以外を開示すればよく，

全体を不開示にすることは過剰である旨主張するが，不開示部分には，

要望提出者の心情を含む要望の内容が記載されていると認められ，その

一部でも公にすることで要望提出者の権利利益を害するおそれがないと

は認められないことから，部分開示することはできない。 

また，要望本文中には，客観的な事実経過等に係る部分も含まれてい

るが，それらの部分を含めた全体が要望提出者の要望であると認められ

るのであり，その一部でも開示することとすれば，開示する部分の内容

や記述の位置等から，要望全体の構成や趣旨・内容が推察されることと

なり得るのであるから，上記のとおり部分開示することはできない。 

（参考答申：令和３年度（行情）答申第４５号，同第４６号） 

３ 結論 

以上のとおり，上記不開示部分を不開示とした原処分は妥当である。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 令和３年９月３日   諮問の受理 

② 同日         諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同月２２日      審査請求人から意見書及び資料を収受 

④ 同月２８日      審議 

⑤ 令和４年４月２２日  委員の交代に伴う所要の手続の実施，本件

対象文書の見分及び審議 

⑥ 同年５月２７日    審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は，本件対象文書の開示を求めるものであり，処分庁は，
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その一部を法５条１号に該当するとして不開示とする原処分を行った。 

これに対し，審査請求人は，不開示部分の開示を求めているところ，諮

問庁は，原処分は妥当であるとしていることから，以下，本件対象文書の

見分結果を踏まえ，不開示部分の不開示情報該当性について検討する。 

２ 不開示部分の不開示情報該当性について 

（１）当審査会において本件対象文書を見分したところ，本件対象文書は，

特定年月日付けで特定団体が法務大臣に宛てた「死刑確定者と死刑執行

に関する要望」と題する文書であり，日付，宛先，要望提出者に関する

情報，標題及び本文から構成されているところ，このうち本文の全てが

不開示とされていると認められる。 

（２）本件対象文書には，要望提出者として特定団体の代表世話人特定個人

の氏名が記載されていることから，本件対象文書に記載された情報は，

一体として，特定個人に係る法５条１号本文前段の個人に関する情報で

あって，特定の個人を識別することができるものに該当すると認められ

る。 

（３）次に，不開示部分の法５条１号ただし書該当性について検討する。 

審査請求人は，意見書（上記第２の２（２）ア（ア））において，①

要望提出者が法務大臣に対して本件対象文書を提出した事実及びその要

望内容の趣旨（死刑確定者に対する死刑執行の立ち会い等）は，報道等

によって，世間に公表されている事実である，②要望提出事実及び要望

趣旨が法務省ホームページにおいても公表されているので，不開示部分

である要望内容は，法５条１号ただし書イに該当する旨主張する。 

これを検討するに，不開示部分に係る情報が報道されているとしても，

それは，飽くまでも報道機関がその取材に基づき独自に報道したもので

あるから，それをもって，当該情報が「法令の規定により又は慣行とし

て公にされ，又は公にすることが予定されている情報」に該当すること

になると認めることはできず，また，当審査会事務局職員をして法務省

ウェブサイトを確認させたところ，法務大臣閣議後記者会見の質疑にお

いて，本件対象文書に係る要望への対応についての法務大臣と記者との

やり取りが掲載されているものの，当該要望の具体的な内容が公表され

ているものとは認められず，これを覆すに足りる事情もうかがわれない

ことから，審査請求人の上記主張は，いずれも採用できない。 

そうすると，不開示部分は，法令の規定により又は慣行として公にさ

れ，又は公にすることが予定されている情報であるとはいえないことか

ら，法５条１号ただし書イに該当せず，また，同号ただし書ロ及びハに

該当する事情も認められない。 

（４）さらに，法６条２項の部分開示の可否について検討すると，特定の個

人を識別することができる部分である氏名が既に開示されていることか
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ら，同項の部分開示を適用する余地はない。 

（５）以上によれば，不開示部分は，法５条１号に該当し，不開示としたこ

とは妥当である。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

４ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条１号に該当す

るとして不開示とした決定については，不開示とされた部分は，同号に該

当すると認められるので，妥当であると判断した。 

（第１部会） 

委員 合田悦三，委員 木村琢麿，委員 中村真由美 


